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序　　　　　文

エジプト・アラブ共和国政府は、慢性的な貿易赤字を抱えていることから、輸出振興を主要政

策課題として掲げています。このため、同国政府は貿易に携わる人材育成強化のために、平成 8 年

11 月に貿易人材育成のためのプロジェクト方式技術協力の要請を我が国に行いました。

これを受け、平成 9 年 9 月から 10 月にかけて「中近東産業基盤育成調査」が実施され、同プロ

ジェクト方式技術協力についても調査が実施されました。しかし、具体的な建物建設計画、組織・

人員計画がなかったことなどから、プロジェクト方式技術協力としての実施は時期尚早と判断し、

エジプト・アラブ共和国側の実施体制の整備を待つこととなりました。

しかし、こうした措置に対して、エジプト・アラブ共和国側の要望は非常に強く、平成 11 年 4 月

のムバラク大統領訪日の際にも、本件プロジェクトの要請は「日本・エジプト・パートナーシップ・

プログラム」に盛り込まれました。

エジプト・アラブ共和国政府は、平成 11 年 5 月に修正を施した正式要請書を我が国に再提出し、

同年 6 月にはエジプト貿易研修センター（FTTC）の運営委員会設立に係る貿易供給省令を出しま

した。また、平成 12 年 10 月には第 1 回の FTTC 理事会が開催され、同時期に経済貿易省令によ

り FTTC が正式に設立されました。さらに、FTTC は国際見本市公団の敷地内に施設を開設し、研

修コースを試行的に開始しました。

我が国は、エジプト・アラブ共和国側の実施体制、具体的な研修ニーズなどがいまだ不明確で

あることを考慮し、本格的な技術移転を行う前に、研修コースなどを実施しながら研修ニーズの

収集・分析と実施体制の構築の支援を目的として討議議事録（Ｒ／Ｄ）の署名・交換を行い、平成

12 年 8 月 1 日から 2 年間の技術協力プロジェクト（フェーズⅠ）を実施することとしました。

本報告書は、2 回にわたって派遣された短期調査団の調査結果、協議結果を取りまとめたものです。

ここに、これまで調査にご協力を頂いた外務省、経済産業省、在エジプト日本国大使館、日本

貿易振興会など、内外関係各機関の方々に深くお礼を申し上げるとともに、今後も引き続きご支

援頂けるよう併せてお願い致します。

　平成 14 年 6 月

国 際協力事業団　　

理事　望 月　　久　　
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第 1 章　要請背景

エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）では慢性的な貿易赤字を背景に、輸出振

興が重点政策課題となっている。エジプト政府における輸出振興政策は貿易省（MOFT）が主管し、

実施機関としてはエジプト輸出振興センター（EEPC）があるが、人材育成に関する取り組みは希

薄であった。このため、輸出振興に係る官民の人材育成の強化を目的として、新たに貿易研修セ

ンター（FTTC）を設立することが計画され、これを支援するためのプロジェクト方式技術協力が

1996 年に我が国に要請された。

要請当時、エジプト側の実施体制が全く整っていなかったため、プロジェクトとして実施する

のは時期尚早とされたが、エジプト側の要望は強く、本件プロジェクトの要請は 1999 年 4 月のム

バラク大統領訪日時に合意された「日本・エジプト・パートナーシップ・プログラム」に盛り込ま

れた。

その後の調査を重ねた結果、本件については、トライアルベースの研修プログラムを実施しつ

つ、研修ニーズの確認と FTTC 事業計画の策定に対する支援を行う、2 年間程度のプロジェクト

（フェーズⅠ）から着手し、その結果を踏まえて、スタッフの資質向上・事業の効率的実施などを

目的とする本格的な協力（フェーズⅡ）に移行することで合意した。今般、エジプト側の実施体制

準備に進捗がみられたことから、プロジェクトを開始することとなった。
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第 2 章　調査・協議の経緯と概略

（1）事前調査：1999 年 10 月 12 日～ 10 月 21 日

〈調査内容〉

①　プロジェクトの要請背景及び国家計画などにおける位置づけの確認

②　プロジェクト対象分野の現状・ニーズの確認

③　プロジェクト実施体制の確認

（所管官庁、関係機関、実施機関の予算、人員、施設整備状況、事業内容）

④　プロジェクト方式技術協力概要の説明

（2）第 1 次短期調査：2001 年 9 月 14 日～ 9 月 21 日

〈調査内容〉

①　プロジェクト対象分野の現状・ニーズ

②　実施体制の構築状況

（所管官庁、関連機関、予算、組織体制、施設整備進捗状況）

③　フェーズⅠの概要、開始時期

（目的、機関、活動内容）

④　プロジェクト開始までの段取り

（3）第 2 次短期調査：2002 年 1 月 18 日～ 2 月 7 日

①　対象セクター状況、予備ニーズの詳細確認（プロジェクト・ドキュメント作成）

②　プロジェクト目標、協力分野、活動内容の協議

③　機材計画作成

（供与機材の設置環境確認、機材現地調達先確認）

④　プロジェクト実施体制の確認

（設計・建設作業進捗状況確認、職員採用の現状確認、計画管理諸表の作成、投入計画の策

定、初年度の活動計画（PO）案作成）

⑤　プロジェクト運営管理諸表案（プロジェクト・デザイン・マトリックス＝ PDM、技術協力

計画＝ TCP、活動計画＝ PO、暫定実施計画＝ TSI）の作成

（4）実施協議：2002 年 5 月 30 日

JICA エジプト事務所長と FTTC 所長が討議議事録（Ｒ／Ｄ）を署名・交換した。
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第 3 章　事前評価表／プロジェクト・ドキュメント

＜事前評価表＞

案件名：エジプト貿易研修センター計画フェーズⅠ

対象国：エジプト・アラブ共和国 実施地域：カイロ（首都）

実施予定期間：2002 年 8 月 1 日～ 2004 年 7 月 31 日（2 年間）

1．プロジェクト要請の背景

エジプトは、輸入代替政策が招いた慢性的な貿易赤字を抱え、1970 年代以降、門戸解放政

策（インフィターハ）を採択し、輸出振興を国家の主要経済政策の一つと位置づけている。輸

出振興策については、同国貿易省（MOFT）が立案・推進を主管し、エジプト輸出振興センター

（EEPC）などが実施機関として設立されている。さらに、貿易実務に携わる人材育成の強化

を目的として、新たに貿易研修センター（FTTC）を設立することが構想され、1996 年 11 月

に我が国に対し、プロジェクト方式技術協力（以下、「プロ技」）による支援が要請された。要

請当時、エジプト側の実施体制が全く整っていなかったため、プロ技として実施するのは時期

尚早とされた。しかしながら、エジプト側の要望は強く、本件プロジェクトの要請は、1999 年

4 月のムバラク大統領訪日時に合意された「日本・エジプト・パートナーシップ・プログラム」

に盛り込まれた。本件について調査を重ねた結果、研修プログラムを実施しつつ、研修ニー

ズの確認と FTTC 事業計画の策定に対する支援を行う 2 年間のプロジェクトをフェーズⅠと

位置づけて着手する。その結果を踏まえて、スタッフの資質向上・事業の効率的実施などを

目的とする本格的な協力をフェーズⅡとして実施することで合意した。今般、エジプト側の

実施体制準備が整ったことから、プロジェクトを開始することとなった。

2．相手国実施機関

プロジェクト監督機関：貿易省（MOFT）

プロジェクト実施機関：エジプト貿易研修センター（FTTC）

3．プロジェクトの概要及び達成目標

（1）達成目標

＜プロジェクト終了時の達成目標（プロジェクト目標）＞

［目標］FTTC が本格稼働する準備が整えられる。

［指標］事業計画案、予算計画案、人員配置計画案、年間最低 2 回のトライアル研修プログ

ラムの実施
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＜協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）＞

［目標］FTTC が本格稼働を開始する。

［指標］人員配置表、予算分配表、承認済実行計画

（2）成果（アウトプット）と主な活動

1．プロジェクトの実施体制が整備される。

［指標］人員配置、予算

2．必要な機材が提供され、適切に管理・運営・維持される。

［指標］導入機材リスト、メンテナンス記録

3．研修ニーズに関する詳細な情報が収集・分析される。

［指標］ニーズ分析、FTTC の分析、専門家の分析、研修プログラムのシラバス

4．研修プログラムの企画・運営・評価が行われる。

［指標］研修プログラムの結果、専門家の評価

5．ニーズ調査結果及び研修プログラムの評価結果を基に、FTTC の本格的な活動のための

諸計画が作成される。

［指標］実行計画案、予算計画案、人員配置計画案、講師リスト、教材リスト

（3）投入（インプット）

1）日本側

①　専門家

・長期専門家（チーフアドバイザー、貿易研修／業務調整）：2 名

・短期専門家（国際貿易制度、輸出戦略、価格設定、貿易フェア運営、電子商取引、交

渉スキル）：6 名程度

②　研修員受入れ

・カウンターパート（Ｃ／Ｐ）受入れ：4 名程度

③　機材供与

・機材供与：約 2,600 万円

総額　約 1 億 4,000 万円

2）相手国側

・Ｃ／Ｐ（8 名）

・カイロでのプロジェクト・サイト提供（改修工事を含む）

・事務機器・家具、プロジェクト運営経費など
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（4）実施体制

先方実施機関：貿易省（MOFT）、エジプト輸出振興センター（EEPC）、エジプト貿易研

修センター（FTTC）

国内協力機関：経済産業省、日本貿易振興会（JETRO）

4．評価結果（実施決定理由）

＜妥当性＞

（1）JICA 事業としての妥当性

JICA によるこれまでのエジプト以外への貿易関連プロジェクト、エジプト貿易省への個

別専門家派遣を通じて蓄積してきた経験を活用することが可能である。

（2）案件内容の公共事業・ODA としての適格性

エジプトは、アラブ世界及びアフリカ地域におけるリーダー国として日本にとって外交

戦略的に重要なパートナーであり、FTTC の協力を通して外交関係を強化することが期待

される。また、FTTC が貿易関連人材の質的向上に貢献することができれば、中東・アフ

リカ地域における拠点として、エジプトにおける活動と投資を行う日本企業にとってのメ

リットも大きいため、日本のODA として実施する意義がある。

（3）国別事業実施計画との整合性

国別事業実施計画における重点分野である「経済・社会基盤の整備、産業の振興」のうち、

「製造業の育成・貿易通商の拡大」の一環として位置づけられる。

（4）適切な運営組織体制の構築

国内委員会事務局を委託している JETRO が国内関係機関と連携しつつ、プロジェクトを

実施していく。また、関連政府機関である、MOFT、EEPC の助言、提言を反映すべく、合

同調整委員会（JCC）を設置する。

＜有効性＞

FTTC は、エジプト唯一の貿易、輸出マーケティング、グローバル・マーケット・メカニズ

ムなどの課題に特化した研修プログラムを提供する機関である。また、官民双方を対象とし

た研修を実施する機関であることから、研修機関の運営・管理体制を指導するうえで適切な

ターゲットである。FTTC が設立されて間もないことから、フェーズⅡへの展開前の準備段

階として、本格稼働するための準備を整えるというプロジェクト目標は有効であるといえる。
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＜効率性＞

フェーズⅠにおいては、長期専門家 2 名のみを配置し、FTTC が本格稼働するのを待って

フェーズⅡという形で実施することにより、フェーズⅡの開始という動機づけをすることに

よって、フェーズⅠが効率的に実施されるように配慮している。

＜インパクト＞

（1）政策的・制度的インパクト

エジプト政府の重点政策である、1970 年代から継続している門戸解放策（インフィター

ハ）の推進のためには、輸出振興の促進に係る人材育成を実施することが不可欠である。

FTTC は官民、双方の人材育成を行う中心的な研修センターとしての役割を果たすことに

より、政策的・制度的インパクトが期待される。

（2）社会・経済的インパクト

フェーズⅠは、FTTC の基礎的な運営能力を確立することが目的である。間接的ながら

FTTC の研修を受講した研修生が、研修によって獲得した知識を所属する組織や会社に波

及させることで、エジプトの輸出セクターの能力向上につながることが予想される。

（3）技術的インパクト

ニーズサーベイ、貿易研修マネージメント、調査・評価結果の分析、リソースマネージ

メントを技術移転の対象としているが、必要に応じて変更することが合意されている。

＜自立発展性＞

FTTC は既に自助努力によってトライアル研修を開始しており、民間セクターの積極的関

与も強い。プロジェクト期間中に貿易研修に係る詳細ニーズ調査、研修コースの詳細設計・計

画、FTTC の管理・運営能力の形成が行われれば、プロジェクト終了後も自立発展性が十分

に確保されることが見込まれる。

5．外部要因リスク（外部条件）

経済・社会・政治状況の変化により、エジプトの貿易関連政策が大幅に変更になった場合、

プロジェクト実施に影響が出る可能性がある。

6．今後の評価計画（中間評価、終了時評価の実施時期）

2 年間という短期間のプロジェクトであるため、中間評価は実施しない。終了時評価を 2003

年度第 4 四半期に実施予定である。
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